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１．調査の背景・目的

背景
水電解は通常は純水を電力で電気分解するが、世界では、海水のまま電解し（一定の浄化は必要）、それにより水
素を得る技術開発が行われている。さらに、今後拡大が期待される洋上太陽光の安定的な系統接続のためには、系
統に入らない余剰電力を水素転換することも考えられる。そのような場合には、水電解装置は臨海部に設置される
ことが期待されるが、海環境に適したシステム（耐塩性に優れ、純水化装置を有するシステム）が必須である。

目的
本調査では、海水を用いた水電解として、
・直接海水電解（特殊な電極触媒を持つ水電解で海水を直接電解し、水素と酸素を得る）
・間接海水電解（海水を純水化したうえで、耐塩性の強い水電解装置で水電解を行い、水素と酸素を得る）
の最新動向を調査し、技術の優位性・実現可能性を評価し、本技術に対する日本の対応の在り方を明確化する。

調査項目

＜調査項目１＞
関連技術・競合技術の事前調査

関連技術・競合技術の現状を整理する（水電解技術、純水製造技術、塩害対策技術）。

＜調査項目２＞
海水電解に関わる文献・論文調査

海水電解に関わる技術の文献・論文の洗い出しを行う。論文に関しては、水電解に詳しい大学研究室に
協力を依頼。論文の優位性は、技術評価委員会にて判断する。

＜調査項目３＞
海水電解に関わる特許調査

過去20年間の国内外の特許を検索し、その有益性や特許の範囲を把握する。その内容は、技術評価委員
会にて判断する。

＜調査項目４＞
海外委託調査

文献調査・特許調査結果を踏まえ、海外での技術開発状況について外注により詳細情報を得る。対象は、
米、欧、中、韓とするが、評価委員会の意見を踏まえて、ほかの国も含める可能性がある。

＜調査項目５＞
海外訪問調査（ヒアリング）

企業・研究機関・プロジェクト実施機関に対して、実際に訪問して進捗や実現見込み、課題について把
握する計画であったが、コロナの状況を踏まえ、海外委託調査と企業ヒアリングを実施
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7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

①技術評価委員会の設置・
運営

②＜調査項目１＞関連技
術・競合技術の事前調査

③＜調査項目２＞海水電解
に関わる文献・論文調査

④＜調査項目３＞海水電解
に関わる特許調査

⑤＜調査項目４＞海外委託
調査

⑥＜調査項目５＞海外訪問
調査海外企業ヒアリング

⑦まとめと提言

完了
（必要に応じて調査・情報提供）

▲ ▲▲ ▲▲

完了予定

完了予定

完了

１．調査の背景・目的

調査の内容とスケジュール
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技術評価委員会

2 ．調査の内容・成果

氏 名 所属・役職

光島重徳 横浜国立大学大学院工学研究院機能の創生部門教授

古谷博秀 産業技術総合研究所再生可能エネルギー研究所 所長代理

盛満正嗣 同社大学大学院利国学研究科数理環境科学専攻教授

猪股昭彦 川崎重工業株式会社 技術開発本部技術研究所 環境システム研究部 副部長

真鍋明義 デノラ・ペルメレック株式会社 シニアアドバイザー

山根史之 東芝エネルギーシステムズ(株)エネルギーアグリゲーション事業部 水素エネルギー技術部フェロー

石丸武 株式会社フルヤ金属化成品・回収本部ケミカル事業推進部企画室

荻野剛 三菱商事株式会社電力ソリューショングループ海外電力本部 次世代エネルギー開発チーム (主管)
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海水電解への基本的アプローチ

2 ．調査の内容・成果

海水電解

直接海水電解

Cl2を発生させずに
O2を発生させる

アプローチの整理
• 酸や塩基を入れて、電解液（海水）のpHを調整する

→ 本当の海水とは言えない
• エンジニアリング的解決
（陽極を海水とはしない、分離膜を使う等）

• Cl2を発生させないように過電圧を480mV以下とする
（酸素発生反応（OER）は塩素発生反応（CER）よりも熱力学的に優位。
ただし反応速度はCERが早い）

• Cl-の触媒への接近をブロックする

直接海水電解

確認事項
• 欧州における洋上風力＋海水淡水化＋水電解プロジェクトの事例確認
パターン分類：洋上風力を使用する場合
◎陸上の設備に送電して水電解する
◎洋上で海水淡水化＋水電解し、水素を陸上に輸送する 等

• 純水化の技術動向とコスト

海水を純水化して
水電解を行う
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＜調査項目１＞関連技術・競合技術の事前調査

2 ．調査の内容・成果

調査結果の例：純水製造技術（海水淡水化技術）以下の調査結果を共有
• 水電解技術一般
• 純水製造技術（海水淡水化技術）
• 塩害対策技術（洋上風力関係、船舶関係等）
• CO2フリー水素関連技術
• 洋上プラットフォームの水電解活用
（実証）

• 水電解の一般情報：世界的な水電解プロジェ
クト

• スタートアップ企業の紹介
• 淡水化・洋上水素製造プラットフォームの
動向

• IRENAのエネルギー転換の地政学的分析
（グリーン水素プロジェクトの見込み）

• 米国の水素投資（2月15日発表）
• 【紹介】ベルリン工科大学、フリッツ・
ハーバー研究所、マックス・プランク化学
エネルギー変換研究所による海水電解の
エネルギー・経済分析（2021年）

欧州の「2×40ＧＷ」計画では、2030年に
北アフリカに30GWの水電解を設置予定

30 GW → 水素製造量 約550トン/h
（@55kWh/kg）
→ 必要水量 8,400トン/h （理論値の1.7倍
を想定）
→ 202 MLD（million litters per day）

30ＧＷ水電解でも淡水化設備は対応可能

海水淡水化技術による水コスト

海水淡水化技術の概要
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＜調査項目２＞海水電解に関わる文献・論文調査

2 ．調査の内容・成果

①関連論文の特定
Microsoft Academicで「Seawater electrolysis」を
検索 → 2016～2021年で324件
→ OER、OER/HERに関わるものを抽出→27件

②論文のまとめ
同志社大盛満教授と横国大光島教授の指導を得て、取り纏め方針を決定
横国光島研究室、大分大衣本研究室の学生の協力を得て、論文の抄訳を実施

論文抄訳

技術総括表
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＜調査項目２＞海水電解に関わる文献・論文調査

2 ．調査の内容・成果

得られた結果
• Seawater Electrolysisをキーワードにした論文では、中国、

米国、韓国が多い（日本も2000年初頭にあり）

■中国、■韓国、■米国、■欧州

• Seawater Electrolysisをキーワードにしていても純粋な海
水を対象とした論文は少ない（8件）

現在、論文の触媒技術を
精査し、マップ化中

初期的な結果
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＜調査項目３＞海水電解に関わる特許調査

2 ．調査の内容・成果

日・米・欧・中・韓における海水電解の特許を抽出、マップ化中
・中国の特許発行件数は、他国に比べ圧倒的に多く米韓日と続く
・中国の特許件数は2020年以降に急増、米韓印も増加

中国の特許の傾向
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＜調査項目４＞海外委託調査

2 ．調査の内容・成果

調査の結果「洋上風力＋水電解」における主要8プロジェクトを特定（基本的に洋上風力＋淡水化＋水電解）
特徴・石油/ガスの洋上プラットフォームの座礁資産回避（グリーン水素製造プラットフォームに変更）

・すでに天然ガスパイプラインがあり、水素転換が可能なケースが多い（輸送の問題なし）

▪ PosHYdon（ドーバー海峡）
▪ OYSTER（英国沿岸）
▪ AquaVentus（北海、バルト海）
▪ DeepPurple（場所未発表、ノルウェー沿岸を予定）
▪ H2Mare（ドイツ沿岸） 注：複数プロジェクトの一部

▪ Dolphyn（英国沿岸）
▪ Lhyfe（大西洋）
▪ Tractebel（北海）

PosHYdon

OYSTER

AquaVentus2

DeepPurple

AquaVentus1
H2Mare

Dolphyn

Tractebel

Lhyfe

プロジェクトの情報シートを作成



• 今後の作業予定

• ＜調査項目１＞関連技術・競合技術の事前調査【完了】

• ＜調査項目２＞海水電解に関わる文献・論文調査【精査が8月上旬に完了】

• ＜調査項目３＞海水電解に関わる特許調査【今後マップ化】

• ＜調査項目４＞海外委託調査【完了】

• ＜調査項目５＞海外訪問調査【8～9月に実施】

• 評価の実施

• 直接海水電解と間接海水電解の比較

• 評価軸：ニーズ・市場、技術課題、経済性（CAPEX・OPEX）

• SWOT（論文/特許＋ヒアリングによる）

• 海外事例（洋上プラットフォームでの水電解）

• ストーリーボードの作成

• 欧州の特殊性と日本への知見の抽出

• PEM、AL、SOEC、海水（直、間）の比較表とストーリーの作成
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３．今後の見通しについて


